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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期

第１四半期連結
累計期間

第27期
第１四半期連結

累計期間
第26期

会計期間

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　６月30日

自平成30年
　４月１日
至平成30年
　６月30日

自平成29年
　４月１日
至平成30年
　３月31日

売上高 （千円） 13,924,949 5,746,237 48,340,224

経常利益 （千円） 1,745,769 49,998 6,703,403

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 1,165,968 △18,335 4,306,211

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,175,647 △21,049 4,313,798

純資産 （千円） 35,879,783 38,533,663 38,824,825

総資産 （千円） 54,578,629 58,314,464 63,304,726

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） 75.56 △1.19 279.07

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 65.7 66.1 61.3

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第26期第１四半期連結累計期間及び第26期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第27期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日～平成30年６月30日）におけるわが国経済は、日本銀行による

金融緩和政策や政府の経済政策などにより、労働需給が着実に引き締まりを続け、個人消費が改善するなど、所

得から支出への前向きな循環が続いていることで、緩やかな回復基調を続けております。しかし、日本銀行の金

融政策の動向などに加え、欧米の政策の不確実性や地政学的リスクなど海外経済の動向も不安定であり、景気・

経済の先行きは不透明な状況で推移いたしました。

　当社グループの属する不動産業界の中でもマンション分譲業界におきましては、住宅ローン金利が過去最低水

準で推移しており、第一次取得者層の購入意欲は比較的高い状況にあります。しかし、用地代・建築コストは依

然として高止まりの状況にあり、マンション販売価格は高止まりしております。その結果、駅近で良好な立地条

件等の希少性の高い物件に関しては堅調に推移しておりますが、立地が都市郊外である物件などについては購入

に慎重さが見られます。

　このような事業環境のもと、当社の主力事業であります不動産販売事業におきましては、当社の強みでありま

す用地取得力、商品企画力等により不動産価値を最大限に高めることで良質な物件を提供いたしました。また、

マーケティング力、営業力等を活かしパワーカップルやシニア層を含むあらゆる取得者層への掘り起こし営業に

努めるとともに、全社的コスト削減に継続して取り組み収益の確保に努めてまいりました。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりになりました。

 

（財政状態）

　当第１四半期末における総資産は、前連結会計年度末に比べて49億90百万円減少し、583億14百万円となりまし

た。主な要因は仕掛販売用不動産の増加39億19百万円、現金及び預金の減少87億27百万円、売掛金の減少２億65

百万円によるものです。

　負債は、前連結会計年度末に比べて46億99百万円減少して、197億80百万円となりました。主な要因は支払手形

及び買掛金の減少33億70百万円、未払法人税等の減少13億80百万円によるものです。

　純資産は、前連結会計年度末に比べて２億91百万円減少して385億33百万円となりました。この結果、自己資本

比率は66.1％となりました。

 

（経営成績）

当第１四半期連結累計期間の連結売上高は57億46百万円（前年同期比58.7％減）、連結営業損失は26百万円

（前年同期は連結営業利益17億60百万円）、連結経常利益は49百万円（前年同期比97.1％減）、親会社株主に帰

属する四半期純損失は18百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益11億65百万円）となりました。

なお、当社グループの主力事業であります不動産販売事業においては、引渡基準を採用しており、マンション

の売買契約成立時ではなく、マンションの顧客への引渡をもって売上が計上されます。例年、マンションの引渡

時期が特定の四半期（当期は第４四半期に引渡が集中する見込み）に偏重する傾向があり、各四半期の売上高及

び利益水準は著しく相違する傾向にあります。

 

　セグメント業績は次のとおりであります。

　不動産販売事業におきましては、外部顧客への売上高は40億45百万円（前年同期比67.6％減）、セグメント利

益は１億38百万円（前年同期比92.9％減）となりました。これは、前年同四半期は分譲マンションの引渡に加

え、オフィスビル２棟を引渡したことによるものであります。

　その他におきましては、賃貸事業、マンション管理事業、賃貸管理事業等により、外部顧客への売上高は17億

円（前年同期比17.6％増）、セグメント利益は２億11百万円（前年同期比5.2％増）となりました。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略について重要な変更はあ

りません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5）販売及び契約の実績

　当第１四半期連結累計期間において、販売の実績に著しい変動がありました。これは、前年同四半期は分譲マ

ンションの引渡に加え、オフィスビル２棟を引渡したことによるものであります。

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因

　「１．事業等のリスク」に記載のとおりであります。

 

(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている財務政策について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 61,862,400

計 61,862,400

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年８月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,465,600 15,465,600
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式。

単元株式数は100株であり

ます。

計 15,465,600 15,465,600 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 15,465,600 － 1,983,000 － 2,870,350

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　35,200 －
単元株式数は100株であ

ります。

完全議決権株式（その他） 普通株式　15,380,100 153,801
単元株式数は100株であ

ります。

単元未満株式 普通株式　　　50,300 － －

発行済株式総数 　　　　　15,465,600 － －

総株主の議決権 － 153,801 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式39株が含まれております。

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本エスリード

株式会社

大阪市福島区福島

六丁目25番19号
35,200 － 35,200 0.23

計 － 35,200 － 35,200 0.23

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、35,279株であります。

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

日本エスリード株式会社(E03977)

四半期報告書

 7/17



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 27,054,032 18,326,855

売掛金 476,245 210,368

販売用不動産 1,664,777 1,447,941

仕掛販売用不動産 28,453,418 32,373,375

その他 377,583 710,784

流動資産合計 58,026,056 53,069,324

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,200,845 1,189,506

土地 2,868,618 2,868,618

リース資産（純額） 339,105 323,365

その他（純額） 53,477 52,318

有形固定資産合計 4,462,046 4,433,810

無形固定資産 32,428 30,577

投資その他の資産   

投資有価証券 282,411 279,101

繰延税金資産 333,990 335,543

その他 167,792 166,107

投資その他の資産合計 784,194 780,752

固定資産合計 5,278,669 5,245,139

資産合計 63,304,726 58,314,464
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,378,626 2,007,731

短期借入金 358,600 379,700

1年内返済予定の長期借入金 8,544,000 9,021,000

リース債務 83,967 80,303

未払法人税等 1,454,841 74,247

前受金 1,052,806 1,002,999

賞与引当金 202,722 102,837

その他 1,056,310 786,329

流動負債合計 18,131,874 13,455,148

固定負債   

社債 100,000 100,000

長期借入金 5,445,000 5,453,900

リース債務 284,617 271,454

退職給付に係る負債 115,538 118,681

役員退職慰労引当金 229,187 216,750

その他 173,683 164,866

固定負債合計 6,348,026 6,325,652

負債合計 24,479,900 19,780,801

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,983,000 1,983,000

資本剰余金 2,871,318 2,871,318

利益剰余金 33,948,587 33,660,220

自己株式 △63,329 △63,411

株主資本合計 38,739,576 38,451,128

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 85,248 82,535

その他の包括利益累計額合計 85,248 82,535

純資産合計 38,824,825 38,533,663

負債純資産合計 63,304,726 58,314,464
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 13,924,949 5,746,237

売上原価 10,594,389 4,388,981

売上総利益 3,330,560 1,357,256

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 219,478 231,801

給料及び賞与 529,817 525,294

賞与引当金繰入額 97,507 102,151

退職給付費用 8,847 9,231

役員退職慰労引当金繰入額 17,028 7,294

租税公課 88,875 87,296

減価償却費 10,675 10,804

その他 597,607 410,179

販売費及び一般管理費合計 1,569,837 1,384,053

営業利益又は営業損失（△） 1,760,722 △26,796

営業外収益   

受取利息 162 166

解約違約金収入 5,000 90,101

保証金敷引収入 2,863 3,464

その他 5,089 7,345

営業外収益合計 13,115 101,077

営業外費用   

支払利息 27,711 23,890

その他 356 391

営業外費用合計 28,068 24,281

経常利益 1,745,769 49,998

税金等調整前四半期純利益 1,745,769 49,998

法人税、住民税及び事業税 60,710 68,690

法人税等調整額 519,091 △356

法人税等合計 579,801 68,333

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,165,968 △18,335

親会社株主に帰属する四半期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）
1,165,968 △18,335
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,165,968 △18,335

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 9,678 △2,713

その他の包括利益合計 9,678 △2,713

四半期包括利益 1,175,647 △21,049

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,175,647 △21,049

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

  （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

      「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

    結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

    の区分に表示しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　前第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自平成30年４月１日　至平成30年６月30日）

　当社グループの主力事業であります不動産販売事業においては、引渡基準を採用しており、マンションの売買

契約成立時ではなく、マンションの顧客への引渡をもって売上が計上されます。例年、マンションの引渡時期が

特定の四半期（当期は第４四半期に引渡しが集中する見込み）に偏重する傾向があり、各四半期の売上高及び利

益水準は著しく相違する傾向にあります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 35,354千円 36,485千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

　  配当金支払額

 
（決 議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月12日

取締役会
普通株式 192,880 12.5  平成29年３月31日  平成29年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年６月30日）

　  配当金支払額

 
（決 議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月11日

取締役会
普通株式 270,031 17.5  平成30年３月31日  平成30年６月27日 利益剰余金
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【セグメント情報等】

セグメント情報

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
不動産
販売事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 12,479,149 12,479,149 1,445,799 13,924,949 － 13,924,949

セグメント間の内部売上高
又は振替高

16,106 16,106 9,180 25,287 △25,287 －

計 12,495,255 12,495,255 1,454,980 13,950,236 △25,287 13,924,949

セグメント利益 1,959,520 1,959,520 201,547 2,161,068 △415,298 1,745,769

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業、不動産管

理事業、電力管理事業、建設・リフォーム事業、不動産仲介事業及び戸建分譲事業等を含んでおります。

 

２．セグメント利益の調整額△415,298千円には、セグメント間取引消去171千円及び各報告セグメントに配

分していない全社費用△415,469千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

 

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 

　（重要な負ののれんの発生益）

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
不動産
販売事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 4,045,992 4,045,992 1,700,245 5,746,237 － 5,746,237

セグメント間の内部売上高
又は振替高

28,714 28,714 17,462 46,177 △46,177 －

計 4,074,706 4,074,706 1,717,708 5,792,415 △46,177 5,746,237

セグメント利益 138,342 138,342 211,994 350,337 △300,338 49,998

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業、不動産管

理事業、電力管理事業、建設・リフォーム事業、不動産仲介事業及び戸建分譲事業等を含んでおります。

 

２．セグメント利益の調整額△300,338千円には、セグメント間取引消去△214千円及び各報告セグメントに

配分していない全社費用△300,124千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　該当事項はありません。

 

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 

　（重要な負ののれんの発生益）

　　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失（△）
75円56銭 △１円19銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）

1,165,968 △18,335

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益又は親会社株主に帰属する

四半期純損失（△）（千円）

1,165,968 △18,335

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,430 15,430

　（注）　前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株

当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

　重要な後発事象はありません。

 

２【その他】

平成30年５月11日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………270,031千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………17円50銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年６月27日

　（注）　平成30年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月６日

日本エスリード株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森内　茂之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 土居　一彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本エスリード

株式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日か

ら平成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本エスリード株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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